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�愛媛県告示第４７０号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第１項の規定により、県税の収納の事務を次のとおり委託した。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４７１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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受 託 者
委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

名 称 主たる事務所の所在地

株式会社エフレジ 大阪府大阪市北区大深町４番２０号グラン
フロント大阪タワーＡ

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年８月３１日
条例第２１号）に規定する自動車税種別割のＰ
ａｙ－ｅａｓｙ納付に係る収納事務

令和４年４月１日から

令和７年３月３１日まで

毎週（火・金）曜日発行 第３０２号 令和４年４月２６日

令和４年４月２６日火曜日 第３０２号



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４１８

��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第４７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

四国中央市川之江地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及

び退任した旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市三津屋土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

就 任

退 任

�愛媛県告示第４７２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４７３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社愛媛ジェーシービー 愛媛県松山市勝山町２丁目４番地７
ミツワ勝山町ビル５階

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年
８月３１日条例第２１号）に規定する自
動車税種別割

令和４年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和４年４月１日

株式会社いよぎんディーシーカード 愛媛県松山市三番町４丁目１２番地１
いよぎん三番町ビル２階

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年
８月３１日条例第２１号）に規定する自
動車税種別割

令和４年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和４年４月１日

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

停止を命じた
営 業 の 範 囲

営業の停止を
命じた期間

営 業 の 停 止 を 命 ず る
原 因 と な っ た 事 実

（般－２９）
第１５０７１号

平成２９年
７月１２日

黒川建設 黒川 辰二 西条市小松町新屋
敷甲２０４３－１

令和４年
４月１５日

建設業の営業の
全部

令和４年４月２６
日から２８日まで
（３日間）

黒川建設の代表者は、同氏所
有の資材置場において、法定の
除外事由がないのに、自身が請
け負った建設工事から発生した
廃棄物である木くずを焼却した
として、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律違反の罪で罰金の
略式命令を受け、平成３０年１月
５日、その刑が確定した。
このことは、建設業法第２８条

第１項第３号に該当する。

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社トラストバンク 東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号
愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年
８月３１日条例第２１号）に規定する手
数料

令和４年５月１日から

令和５年３月３１日まで
令和４年４月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 原 一 雄 西条市三津屋南１２番７

〃 一 色 和 成 西条市三津屋３７０番地

〃 一 色 守 西条市周布４４０番地１２

〃 石 原 康 英 西条市三津屋７７番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 川 有 利 四国中央市川之江町２９５１番地

監 事 三 鍋 � 司 四国中央市川滝町領家１３１３番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 内 賢 三 四国中央市川之江町２２４６番地１

監 事 内 田 真 一 四国中央市新宮町新瀬川２８５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 原 一 雄 西条市三津屋南１２番７

〃 一 色 和 成 西条市三津屋３７０番地

〃 一 色 守 西条市周布４４０番地１２

〃 石 原 康 英 西条市三津屋７７番地１

〃 越 智 俊 文 西条市三津屋南１２番１２

〃 一 色 勝 西条市三津屋南１３番６

監 事 頼 木 勇 二 西条市周布３６７番地２

〃 徳 永 幸 樹 西条市北条１６６０番地３
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�愛媛県告示第４７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市洪水土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

今治市蒼社川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

就 任

退 任
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�愛媛県告示第４７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

丹原町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第４７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

西条市下島山土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を令和４年４月１８日認可した。

令和４年４月２６日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第４８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市斎院樋川土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出

があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

退 任

�������
�愛媛県告示第４８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市樋口土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

〃 越 智 俊 文 西条市三津屋南１２番１２

〃 一 色 勝 西条市三津屋南１３番６

監 事 頼 木 勇 二 西条市周布３６７番地２

〃 一 色 英 雄 西条市三津屋７９番地５

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 神 野 幸 男 新居浜市宇高町三丁目５番２３号

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 白 石 和 � 新居浜市西町５番２８号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 長 島 清 志 今治市大正町７丁目１番３号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 長 井 正千代 今治市東村２丁目３番２６号

〃 田 窪 春 治 今治市山方町２丁目甲１１４６番地の１

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 丹 下 邦 夫 松山市南江戸２丁目７－２３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 藤 田 恒 心 東温市樋口２９８番地

〃 林 譲 二 東温市樋口８６番地２

〃 相 原 道 則 東温市樋口７４１番地

〃 渡 部 隆 弘 東温市樋口７１４番地

〃 和 田 泰 紀 東温市樋口８４１番地

〃 森 一 正 東温市樋口６９４番地１

〃 恒 岡 俊 輔 東温市樋口１１８６番地

〃 山 本 健 吾 東温市樋口６７１番地３

〃 和 田 武 � 松山市祝谷３丁目６番地３０

監 事 和 田 勇 記 東温市樋口９２３番地３

〃 和 田 清 昭 東温市樋口７４７番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 和 田 邦 夫 東温市樋口３７８番地２

〃 佃 正 行 東温市樋口８３番地

〃 渡 部 初 美 東温市樋口１５９番地１

〃 河 内 哲 一 東温市樋口２８５番地１

〃 山 本 益 男 東温市樋口１１０５番地３

〃 和 田 浩 東温市樋口６１２番地

〃 窪 田 健 二 東温市樋口１２１０番地２

〃 水 田 博 道 東温市樋口１２２４番地

〃 和 田 小由利 東温市樋口１２５１番地

監 事 和 田 彰 三 東温市横河原１３０４番地１

〃 森 本 明 徳 東温市樋口９３５番地
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�愛媛県告示第４８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市見奈良土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市田窪土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市牛渕下井手土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 池 川 和 裕 東温市見奈良３３６番地１

〃 林 茂 東温市見奈良１０３９番地

〃 高 木 憲 冶 東温市見奈良３９１番地

〃 山 内 政 之 東温市見奈良９８９番地１

〃 池 川 幸 介 東温市見奈良４５５番地

〃 池 川 仁 志 東温市見奈良４０３番地１

監 事 越 智 文 明 東温市見奈良９０６番地１

〃 杉 原 昭 生 東温市見奈良１３９７番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 池 川 和 裕 東温市見奈良３３６番地１

〃 林 茂 東温市見奈良１０３９番地

〃 高 木 憲 冶 東温市見奈良３９１番地

〃 山 内 政 之 東温市見奈良９８９番地１

〃 池 川 幸 介 東温市見奈良４５５番地

〃 佐 伯 庄 二 東温市見奈良１００８番地

〃 佐 伯 正 夫 東温市見奈良３５５番地５

〃 堀 内 晃 東温市見奈良１１８６番地

監 事 越 智 文 明 東温市見奈良９０６番地１

〃 橋 本 稔 東温市見奈良９７３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 武 智 孝 志 東温市田窪１３６１番地

〃 渡 部 進 東温市田窪１５６８番地１

〃 渡 部 真 二 東温市田窪１６７５番地３

〃 蟹 江 輝 夫 東温市田窪１６１７番地

〃 大 西 伴 明 東温市田窪１２９９番地６

〃 水 田 秀 樹 東温市田窪１３４３番地１

〃 竹 本 勇 東温市田窪１５９０番地

〃 池 田 正 司 松山市三町３丁目５－６

〃 山 内 浩 二 東温市田窪１５４番地２

〃 小 野 政 廣 東温市田窪３７４番地

〃 大 西 弘 幸 東温市田窪１４７７番地

監 事 東 武 則 東温市田窪１３８６番地

〃 海 稲 哲 郎 東温市田窪１１９５番地１

〃 野 村 壮 太 東温市横河原１８８番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉乃井 進 東温市田窪１４９１番地

〃 武 智 孝 志 東温市田窪１３６１番地

〃 渡 部 真 二 東温市田窪１６７５番地３

〃 蟹 江 輝 夫 東温市田窪１６１７番地

〃 水 田 孝 義 東温市田窪１１７１番地２

〃 大 西 伴 明 東温市田窪１２９９番地６

〃 水 田 秀 樹 東温市田窪１３４３番地１

〃 竹 本 勇 東温市田窪１５９０番地

〃 池 田 正 司 松山市三町３丁目５－６

〃 山 内 浩 二 東温市田窪１５４番地２

〃 小 野 政 廣 東温市田窪３７４番地

監 事 渡 部 進 東温市田窪１５６８番地１

〃 東 武 則 東温市田窪１３８６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 前 島 義 之 東温市牛渕７０３番地

〃 八 木 宏 憲 東温市牛渕７７３番地

〃 大 島 春 樹 東温市牛渕８０５番地

〃 高須賀 圭 吾 東温市牛渕７４２番地

〃 大 西 賢 東温市牛渕６９５番地３

〃 露 口 真 人 東温市牛渕１０２３番地

〃 日 野 治 男 東温市牛渕７３４番地

〃 山 内 誠 治 東温市牛渕８１５番地

〃 小 山 澄 男 東温市牛渕７９７番地

監 事 八 木 伸 泰 東温市牛渕１０９７番地

〃 武 智 政 重 東温市牛渕１１６４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 前 島 義 之 東温市牛渕７０３番地

〃 八 木 宏 憲 東温市牛渕７７３番地

〃 大 島 春 樹 東温市牛渕８０５番地

〃 高須賀 圭 吾 東温市牛渕７４２番地

〃 渡 部 光 一 東温市牛渕１０６２番地４

〃 大 西 賢 東温市牛渕６９５番地３

〃 露 口 真 人 東温市牛渕１０２３番地



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４２１

�������
�愛媛県告示第４８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市上林土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�愛媛県告示第４８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市下林上土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

〃 日 野 治 男 東温市牛渕７３４番地

〃 山 内 誠 治 東温市牛渕８１５番地

監 事 八 木 伸 泰 東温市牛渕１０９７番地

〃 小 山 澄 男 東温市牛渕７９７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 武 智 安 史 東温市上林甲１６８１番地

〃 森 数 正 東温市上林甲６８５番地

〃 森 善 政 東温市上林甲２８１３番地

〃 森 忠 臣 東温市上林甲１６５５番地

〃 山 内 均 東温市上林甲３５８２番地

〃 山 内 一 正 東温市上林甲１８８３番地２

〃 桂 浦 新 吾 東温市上林甲５７８番地

〃 相 原 隆 利 東温市上林甲１０５２番地

〃 渡 部 成 二 東温市上林甲１６６５番地

〃 石 田 嘉 子 東温市上林甲２０２０番地

〃 菅 原 裕 治 東温市上林甲２６２０番地

〃 菅 原 眞 司 東温市上林甲２８１４番地

〃 森 健 三 東温市上林甲２５７４番地

〃 日 野 泉 東温市上林甲３２２４番地

〃 渡 部 正 史 東温市上林甲３２５２番地

監 事 菅 原 英 敏 東温市上林甲２６２３番地

〃 玉 井 洋 三 松山市北�米町５６０番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 八 木 利 文 東温市上林甲１６０２番地１

〃 山 内 義 男 東温市上林甲６１５番地１

〃 相 原 義 邦 東温市上林甲１００番地

〃 榊 原 正 幸 東温市上林甲５０３番地１

〃 相 原 修 東温市上林甲１０３１番地

〃 森 武 男 東温市上林甲１２３９番地

〃 森 勇 人 東温市上林甲１６９６番地２

〃 菅 原 悦 朗 松山市来住町１１８９番地１

〃 菅 能 克 東温市上林甲２５２８番地

〃 菅 能 一 志 東温市上林甲１５７９番地

〃 森 徳二郎 東温市上林甲２７８６番地

〃 青 木 隠 東温市上林甲２８６１番地１

〃 森 良 貴 東温市上林甲２８９８番地

〃 渡 部 治 雄 東温市上林甲３２２５番地

〃 渡 部 千代美 東温市上林甲３２７０番地

監 事 森 敏 明 東温市牛渕１２８９番地

〃 森 寛 治 東温市上林甲１６８７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 本 修 東温市下林甲８７７番地

〃 松 下 慶 三 東温市下林甲８６２番地

〃 井 上 準 一 東温市下林甲３７番地２

〃 山 内 茂 東温市下林甲６６３番地１

〃 丹生谷 康 彦 東温市下林甲７８１番地１

〃 藤 井 真 嗣 東温市下林甲２８０番地２

〃 丹生谷 政 義 東温市下林甲５５３番地

〃 白 石 盛 重 東温市下林甲１０２１番地１

〃 松 本 登喜夫 東温市下林甲１３０３番地１

〃 野 中 秀 宣 東温市下林甲１４５３番地

〃 森 正 明 東温市下林甲１４４３番地２

監 事 � 橋 計 一 東温市下林甲１３５７番地

〃 森 賢 治 東温市下林甲１３３番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 巧 東温市下林甲２４３番地

〃 井 本 修 東温市下林甲８７７番地

〃 松 下 慶 三 東温市下林甲８６２番地

〃 � 橋 計 一 東温市下林甲１３５７番地

〃 井 上 準 一 東温市下林甲３７番地２

〃 山 内 茂 東温市下林甲６６３番地１

〃 丹生谷 秋 義 東温市下林甲６８１番地

〃 山 本 泰 夫 東温市下林甲１２９３番地２

〃 高須賀 武 省 東温市下林甲７１９番地１

〃 丹生谷 康 彦 東温市下林甲７８１番地１

〃 八 木 � 夫 東温市下林甲１０１７番地

監 事 白 石 盛 重 東温市下林甲１０２１番地１

〃 森 賢 治 東温市下林甲１３３番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 野 重 昭 東温市下林甲１７８９番地１

〃 大 森 昭 吾 東温市下林甲２７６２番地３

〃 井 上 正 記 東温市下林甲２１３７番地
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�愛媛県告示第４８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市上村土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

東温市北吉井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１７項の規定により、重信川菖蒲堰土地改良区連合から次

〃 野 中 光 彦 東温市下林甲１６１１番地２

〃 渡 部 良 吾 東温市下林甲２２６７番地８

〃 原 田 豊 東温市下林甲１４８７番地１

〃 小 山 敏 幸 東温市下林甲１９０９番地

〃 小 山 昌 文 東温市下林甲２０５８番地１

〃 越 智 信 清 東温市下林甲２００８番地５

〃 森 高 康 東温市下林甲１９２６番地１

〃 河 野 省 三 東温市下林甲２３８９番地

〃 青 森 俊 也 東温市下林甲２４４０番地３

〃 大 森 武 彦 東温市下林甲２６６６番地

〃 丹生谷 順 一 東温市下林甲２８０８番地

〃 谷 松 孝 弘 東温市下林甲２７１７番地

監 事 植 杉 房 夫 東温市下林甲２４６６番地

〃 和 食 昇 東温市下林丙５３３番地２９

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 植 杉 房 夫 東温市下林甲２４６６番地

〃 大 野 重 昭 東温市下林甲１７８９番地１

〃 野 中 光 彦 東温市下林甲１６１１番地２

〃 松 原 孝 征 東温市下林甲１４８９番地

〃 小 山 秋 吉 東温市下林甲１９０１番地

〃 片 岡 慶 彦 東温市下林甲１９６０番地３

〃 野 中 昭 夫 東温市下林甲１５５３番地２

〃 野 中 秀 男 東温市下林甲２０７０番地２

〃 森 正 敬 東温市下林甲２１２６番地２

〃 河 野 悟 志 東温市下林甲２３７１番地２

〃 丹生谷 順 一 東温市下林甲２８０８番地

〃 大 森 昭 吾 東温市下林甲２７６２番地３

〃 武 智 永 年 東温市下林甲２６９２番地

〃 谷 松 周 二 東温市下林甲２８５１番地２

〃 渡 部 良 吾 東温市下林甲２２６７番地８

監 事 野 中 孝 三 東温市下林甲１９９４番地２

〃 高 橋 茂 東温市下林甲２３４６番地１

〃 �須賀 紀 子 東温市上村甲２２５番地

〃 �須賀 耕 司 東温市上村甲５１０番地３

〃 岩 田 正 東温市上村甲８０８番地３

〃 岡 田 文 明 東温市上村甲８２２番地

監 事 永 野 通 東温市上村甲１０２番地

〃 近 藤 治 東温市上村甲３１３番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 市 正 志 東温市上村甲１８６番地

〃 武 智 信 一 東温市上村甲２３９番地

〃 倉 瀬 幸 繁 東温市上村甲１０５番地

〃 武 智 和 夫 東温市上村甲４９７番地２

〃 山 下 敏 三 東温市上村甲２３４番地２

〃 矢 野 登 東温市上村甲５９４番地１

〃 高 市 公 吉 東温市上村甲５７０番地

〃 高須賀 伸 治 東温市上村甲８６８番地１

〃 上 田 幹 男 東温市上村甲７３８番地

〃 野 首 国 広 東温市上村甲９５番地

〃 野 本 浩 介 東温市上村甲２１９番地２

監 事 永 野 通 東温市上村甲１０２番地

〃 近 藤 治 東温市上村甲３１３番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 市 正 志 東温市上村甲１８６番地

〃 武 智 信 一 東温市上村甲２３９番地

〃 高須賀 伸 治 東温市上村甲８６８番地１

〃 野 首 修 治 東温市上村甲４１番地

〃 平 岡 康 彦 東温市上村甲１２１番地

〃 武 智 彦 志 東温市上村甲２２２番地１

〃 石 丸 武 夫 東温市上村甲１７２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 相 原 道 則 東温市樋口７４１番地

〃 渡 部 隆 弘 東温市樋口７１４番地

〃 恒 岡 俊 輔 東温市樋口１１８６番地

監 事 和 田 清 昭 東温市樋口７４７番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 和 田 邦 夫 東温市樋口３７８番地２

〃 河 内 哲 一 東温市樋口２８５番地１

〃 水 田 博 道 東温市樋口１２２４番地

監 事 和 田 彰 三 東温市横河原１３０４番地１
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のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西予市宇和町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第４９２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１７項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が就任した旨の届出があった。

令和４年４月２６日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

�愛媛県告示第４９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 藤 田 恒 心 東温市樋口２９８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 恒 岡 光 行 東温市樋口１１７５番地

〃 和 田 邦 夫 東温市樋口３７８番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 信 孝 西予市宇和町信里８６８番地

〃 田 中 勝 也 西予市宇和町河内１１５０番地

〃 平 田 圭 人 西予市宇和町東多田７８２番地

〃 末 光 輝 至 西予市宇和町加茂８２６番地

〃 片 岡 政 志 西予市宇和町杢所５５６番地

〃 清 水 賢 一 西予市宇和町坂戸１６３番地２

〃 二 宮 一 朗 西予市宇和町小原３７５番地

〃 井 上 裕 也 西予市宇和町岩木２５８８番地

〃 二 宮 乗 重 西予市宇和町西山田８４５番地１

〃 河 野 哲 西予市宇和町伊賀上９８３番地

〃 門 脇 達 也 西予市宇和町神領８４３番地

〃 谷 口 芳 男 西予市宇和町上松葉５５６番地

〃 上 甲 俊 子 西予市宇和町稲生８８３番地

〃 兵 頭 敏 則 西予市宇和町下川８５２番地

〃 松 川 平 男 西予市宇和町明石１６４６番地

〃 中 野 勝 西予市宇和町田野中２０８番地

監 事 松 本 作 幸 西予市宇和町皆田１２７１番地

〃 松 本 庄 一 西予市宇和町伊延東４５６番地２

〃 信 宮 徹 也 西予市宇和町小野田５７５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 信 孝 西予市宇和町信里８６８番地

〃 宇都宮 信 介 西予市宇和町瀬戸６９０番地

〃 河 野 健 一 西予市宇和町岡山１４２番地１

〃 和 家 伸 二 西予市宇和町伊延西６９９番地

〃 井 上 清 吉 西予市宇和町信里１１３９番地１

〃 坪 田 信 義 西予市宇和町田苗真土８４９番地

〃 水 野 徹 也 西予市宇和町清沢７８５番地

〃 清 水 賢 一 西予市宇和町坂戸１６３番地２

〃 黒 田 貢 西予市宇和町大江７２４番地

〃 二 宮 一 朗 西予市宇和町小原３７５番地

〃 井 上 裕 也 西予市宇和町岩木２５８８番地

〃 二 宮 浩 西予市宇和町郷内１４６４番地

〃 二 宮 乗 重 西予市宇和町西山田８４５番地１

〃 三 好 鹿 次 西予市宇和町山田１６８０番地

〃 河 野 哲 西予市宇和町伊賀上９８３番地

〃 宇都宮 喜 � 西予市宇和町永長８４３番地

〃 門 脇 達 也 西予市宇和町神領８４３番地

〃 土 橋 儀 定 西予市宇和町�枝３９１番地

〃 河 野 潤 二 西予市宇和町野田２２７番地

〃 谷 口 芳 男 西予市宇和町上松葉５５６番地

〃 上 甲 俊 子 西予市宇和町稲生８８３番地

〃 萩 森 慎 一 西予市宇和町皆田７５３番地

〃 兵 頭 敏 則 西予市宇和町下川８５２番地

〃 兵 頭 修 西予市宇和町明間１７９９番地

〃 松 川 平 男 西予市宇和町明石１６４６番地

〃 黒 田 修 西予市宇和町常定寺２４２番地

〃 上 甲 正 志 西予市宇和町平野１０５番地１

〃 中 野 勝 西予市宇和町田野中２０８番地

監 事 田 中 勝 也 西予市宇和町河内１１５０番地

〃 阿 部 功 西予市宇和町下松葉３２４番地

〃 渡 辺 邦 広 西予市宇和町新城７７７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 上 田 浩 志 八幡浜市向灘８３２番地２

〃 清 水 稔 八幡浜市保内町宮内６番耕地３７３番地
１
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公 告

�公 告

令和４年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随

意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加わろうとする

者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の申請

（以下「申請」という。）の時期及び方法等は、次のとおりである。

なお、既に令和４年度の建設工事に係る資格を有する者について

は、この公告に基づく手続は、要しない。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

�愛媛県告示第４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９５号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市柚木８３４番２から

同市柚木８４９番１まで

旧 ５．２～１２．４ ０．１３９

新 １３．０～３６．０ ０．１４６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市柚木８３４番２から

同市柚木８４９番１まで
令和４年４月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 俵津三瓶線

西予市明浜町俵津７番耕地７０１番４地先から

同町俵津７番耕地７０１番４地先まで
旧 ３．９～１２．０ ０．０９５

西予市明浜町俵津７番耕地７０１番４地先から

同町俵津７番耕地７０１番４まで
新 １０．６～４２．８ ０．０９５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 俵津三瓶線
西予市明浜町俵津７番耕地７０１番４地先から

同町俵津７番耕地７０１番４まで
令和４年４月２６日
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� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事

� 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

	 内装仕上工事


 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事


 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

� 解体工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

エ 共同企業体要綱第２３条から第２７条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第２８条第２項の通知を受

けた地域維持型建設共同企業体（地域維持型建設共同企業体

が加わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）において、随時受け付け

る。ただし、特定建設工事共同企業体及び地域維持型建設共同企

業体に係る申請の時期については、別に公告するところによる。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページ

（https://www.pref.ehime.jp/h10950/5737/shinsa/shinsa3_4.

html）からダウンロードするか、又は別表の提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参又は郵送により提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体及び
地域維持型建設共同企業体に係る申請書類の請求先及び提出先

については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和４年度の建設工事に係る競争入札等について効力

を有する。ただし、特定建設工事共同企業体又は地域維持型建設

共同企業体に係る資格は、それぞれ当該特定建設工事共同企業体

又は当該地域維持型建設共同企業体を結成して加わろうとする競

争入札等について効力を有する。

９ 令和５年度及び令和６年度の資格審査

令和５年度及び令和６年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、令和４年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問合せ先

（制度全般）

愛媛県総務部行財政改革局行革分権課行政管理室

入札監理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９６８―２２９４

（申請・受付）

愛媛県土木部土木管理局土木管理課

契約・建設業グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４２６

電話番号 ０８９―９１２―２６４３

別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部土木管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４３

県外

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５５号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線３０８、３０９）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０７、４０８）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２、２６８）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９０９－８７６９（ダイヤルイン）

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局�万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡�万高原町�万５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５、４１６）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０４）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６、４０７）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所用地管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線１３４、１３５）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２０５）

南宇和郡



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４２７

様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４２８

様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書
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４２９

�公 告

令和４年度において県が発注する建設工事関連業務（建設業法

（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事に関す

る調査、測量及び設計の業務をいう。以下同じ。）に係る競争入札

又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加わろう

とする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の

申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等は、次のとおりで

ある。

なお、既に令和４年度の建設工事関連業務に係る資格を有する者

については、この公告に基づく手続は、要しない。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業種区分

� 測量業

� 建築関係建設コンサルタント業

� 土木関係建設コンサルタント業

� 地質調査業

� 補償関係コンサルタント業

� その他建設工事関連業

２ 建設工事関連業務に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア １に掲げる業種の事業のいずれかを営む者であって、次に

掲げる項目について知事の審査を受け、適格と認められた者

� 知事の審査を申請する日（以下「審査基準日」という。）

の直前２年の各事業年度における実績高の平均

� 審査基準日の直前に行った決算における自己資本の額

� 審査基準日における業種区分ごとの有資格者の数

イ 愛媛県建設工事関連業務共同企業体事務取扱要綱（令和元

年６月愛媛県告示第２０３号）第５条から第９条までに定める

資格要件を満たすものとして、同要綱第１０条第２項の通知を

受けた共同企業体（当該共同企業体が加わることができる競

争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 審査基準日前２年間において、振り出した手形又は小切手

が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている者

ウ 所得税若しくは法人税若しくは特別法人事業税（本県分に

限る。）若しくは地方法人特別税（本県分に限る。）又は消

費税を滞納している者

エ 県税を滞納している者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）において、随時受け付け

る。ただし、共同企業体に係る申請の時期については、別に公告

するところによる。

５ 申請書類の入手方法及び提出方法

� 入手方法

次のいずれかの方法による。

ア 県のホームぺージ（https://www.pref.ehime.jp/h10950/5737

/shinsa/shinsa3_4.html）からダウンロードする。

イ １０�の提出先に請求する。
� 提出方法

持参又は郵送により１０�の提出先に提出するものとする。
� �及び�の規定にかかわらず、共同企業体に係る申請書類の
入手方法及び提出方法については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和４年度の建設工事関連業務に係る競争入札等につ

いて効力を有する。ただし、共同企業体に係る資格は、当該共同

企業体を結成して加わろうとする競争入札等について効力を有す

る。

９ 令和５年度及び令和６年度の資格審査

令和５年度及び令和６年度の建設工事関連業務に係る競争入札

等に加わろうとする者の資格については、令和４年１０月に公示を

行う予定であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 申請書類の提出先及び問合せ先

� 申請書類の提出先及び申請受付に関する問合せ先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ

〒７９０―８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９１２―２６４３

� 制度全般に関する問合せ先

愛媛県総務部行財政改革局行革分権課行政管理室入札監理グ

ループ

〒７９０―８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９６８―２２９４
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様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書
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様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書
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公営企業公告

�公 告

毒物劇物取扱者試験の実施について

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年愛媛県規則第２６号）第

４条第１項の規定により、令和４年毒物劇物取扱者試験を次のとお

り実施する。

令和４年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

令和４年８月４日（木）１３時３０分

２ 試験の場所

愛媛県県民文化会館（愛媛県松山市道後町２丁目５－１）

３ 受験願書の提出期間

令和４年６月６日（月）から１７日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所（松山市の区域

にあっては、中予保健所）と、県外居住者については愛媛県保健

福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年４月２６日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

中央病院院内ＬＡＮ設備機器の借入れ

� 借入物品名及び数量

中央病院院内ＬＡＮ設備機器 １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

令和４年１１月１日から令和９年１０月３１日まで

� 借入場所

愛媛県立中央病院

（愛媛県松山市春日町８３番地）

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を借入期間の開始までに確実に納入でき

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和４年６月９日（木）午前９時から同月１３日（月）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（http://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年６月１３日（月）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和４年５月３０日（月）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法



愛 媛 県 報令和４年４月２６日 第３０２号

４３３

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： LAN

equipment in the Centoral Hospital，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１３ Jun２０２２

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

令和４年４月２６日 発行


